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最
近
で
は
、
原
発
に
関
す
る
放
送
を
毎

日
テ
レ
ビ
で
見
て
知
識
を
得
て
い
る
た
め
、

レ
ン
ト
ゲ
ン
撮
影
の
被
曝
を
過
度
に
心
配

す
る
患
者
さ
ん
が
減
り
ま
し
た
。
放
射
性

物
質
と
は
放
射
線
の
発
生
源
で
す
が
、
生

物
に
害
を
与
え
る
の
は
放
射
線
で
、
そ
の

能
力
が
放
射
能
で
す
。
ま
た
、「
被
曝4

」は

放
射
線
な
ど
に
よ
る
も
の
の
こ
と
で
、「
被

爆4

」は
爆
弾
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
放
射
線
に
は
、
原
子
を
イ
オ
ン
化

さ
せ
る
電
離
作
用
、
写
真
な
ど
を
感
光
さ
せ

る
感
光
作
用
、
物
質
を
透
過
す
る
透
過
能

な
ど
が
あ
り
、
そ
の
中
でα
線
、
β
線
が
特
に

体
内
に
入
る
と
危
険
な
電
離
作
用
を
起
こ
し
、

Ｄ
Ｎ
Ａ
を
傷
つ
け
、
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
は
肺
・
肝

臓
が
ん
の
、
ヨ
ウ
素
１
３
１
は
甲
状
腺
が
ん
の

要
因
と
な
り
、
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
で
の
小
児
甲

状
腺
が
ん
発
生
は
、
10
年
後
が
ピ
ー
ク
だ
っ

た
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

半
減
期
が
30
年
の
セ
シ
ウ
ム
１
３
７
は
土

壌
粒
子
と
結
合
し
、
そ
の
土
壌
や
そ
こ
で
採

れ
た
農
作
物
で
飼
育
さ
れ
た
家
畜
の
筋
肉

に
、
ま
た
、
ス
ト
ロ
ン
チ
ウ
ム
90
は
骨
に
多
く

蓄
積
し
、
長
期
間
残
留
し
ま
す
。

　

レ
ン
ト
ゲ
ン
線
は
、
テ
レ
ビ
の
電
波
や
赤
外

線
な
ど
と
同
じ
電
磁
波
の一種
で
、γ
線
と
似

た
性
格
を
持
ち
、
電
離
作
用
が
弱
く
人
体
に

放
射
で
き
ま
す
。
医
療
行
為
に
お
け
る
レ
ン

ト
ゲ
ン
や
Ｃ
Ｔ
な
ど
で
の
放
射
線
被
曝
は
、
患

者
さ
ん
に
対
し
て
診
断
や
治
療
方
針
な
ど
を

決
め
る
た
め
に
、
そ
れ
を
行
う
有
益
性
が
危

険
性
を
上
回
る
場
合
に
限
ら
れ
ま
す
。

　

胸
部
レ
ン
ト
ゲ
ン
が
飛
行
機
で
ニュ
ー
ヨ
ー

ク
ま
で
往
復
す
る
際
の
高
度
か
ら
の
被
曝
量

よ
り
ど
れ
ぐ
ら
い
少
な
い
か
は
、
テ
レ
ビ
な
ど

で
ご
覧
に
な
っ
た
こ
と
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。

ま
た
、
放
射
線
ホ
ル
ミ
シ
ス
効
果
を
ご
存
じ
で

す
か
？　

自
然
放
射
線
の
線
量
の
高
い
地
域

の
方
が
全
国
平
均
よ
り
発
ガ
ン
率
が
低
い
と

の
説
も
あ
り
ま
す
。

　

細
か
い
放
射
線
量
測
定
は
個
人
で
は
で
き

ま
せ
ん
。
正
確
な
知
識
や
数
値
を
得
て
、
風

評
被
害
を
起
こ
さ
ず
、
各
自
で
判
断
し
て
く

だ
さ
い
。

三
鷹
市
医
師
会
☎
47-

２
１
５
５

放
射
線
被ひ

曝ば
く

65歳以上の方（第1号被保険者）の平成
23年度の介護保険料が決定しました

高齢者支援課☎内線2687

　7月1日㈮に介護保険料決定通知書・介護保険料納入通知書
を発送します。
◆保険料の納付方法
◇特別徴収　4月～翌年2月の偶数月に支払われる年金（年度6
回）から介護保険料が差し引かれます。
老齢（退職）・遺族・障害年金を年額18万円以上受給している方

◇普通徴収　7月～翌年2月の各納期限（年度8回）までに金融機
関・コンビニエンスストアなどから、納付書でお支払いくださ
い（口座振替の方は各納期限日に振り替えます）。
老齢（退職）年金などの受給額が年額18万円未満の方と、平成

23年度に新規に資格を取得した方（65歳になった方・転入者）
※年度途中で資格取得された場合は、月割で計算します。

低所得の方向けに介護保険料の個別軽
減制度を実施します

 高齢者支援課☎内線2687

◆対象　65歳以上で、次のすべての条件に該当する方。
1介護保険料の所得段階が第1～3段階（生活保護受給者、特
別養護老人ホームなどの入所者を除く）
2平成22年中の収入が、単身世帯の場合、第1・2段階の方
は80万円以下、第3段階の方は160万円以下（世帯員が一人
増すごとに60万円を加算した金額）で、資産活用や家族の
援助を受けても納付が困難
3自己の居住用を除き、処分可能な不動産を所有していない
4200万円（2人以上の世帯は400万円）を超える預貯金などの
資産を所有していない

5住民税を課税されている方の扶養を受けていない

◆自己負担限度額
◇70歳未満の方　同一世帯で1年間に3回以上高額療養費の支給を受けている場合は、4回
目以降は自己負担限度額が軽減されます。

国民健康保険の高額療養費 　1カ月の医療費の自己負担
額合計が限度額を超えた場合
は、超えた金額を申請により
支給します。

世帯区分 限度額
上位所得者世帯（基礎控除後の総所得金額等が
600万円を超える世帯または未申告のため所得
が確認できない方がいる世帯）

150,000円（500,000円を超えた場合は、超過分の
1％を加算）※4回目以降は83,400円

一般世帯 80,100円（267,000円を超えた場合は、超過分の
1％を加算）※4回目以降は44,400円

低所得者世帯（住民税非課税世帯） 35,400円※4回目以降は24,600円

区分
限度額

外来
（個人ごと） 入院を含めた世帯での合算

現役並み所得者
（課税所得145万円以上の方） 44,400円

年3回目まで80,100円（267,000円を超
えた場合は超過分の1％を加算）
※年4回目以降は44,400円

一般 12,000円 44,400円

住民税
非課税者

世帯主および世帯全員が住民税非課税 8,000円 24,600円
各種所得から必要経費・控除を差し引
くと所得が0円になる世帯 8,000円 15,000円

※入院の際に「限度額適用認定証」を医療機関に提示すると、窓口での支払いが自己負担限
度額までになります。住民税非課税世帯は食事代も軽減されます。

◇70歳以上の方

※住民税非課税の方は「限度額適用・標準負担額減額認定証」を医療機関に提示すると、
入院時の食事代が減額されます。
◆高額療養費の計算の仕組み
①70歳未満の方の自己負担額は、同じ人が、同じ月に、同じ医療機関に21,000円以上支払
った分を世帯単位で合計して限度額を超えた分を払い戻します。
②70歳以上の方はすべての自己負担額が対象です。個人ごとに外来の限度額を適用し、入院
の場合は入院費用を加え世帯全体で合計して、世帯合算分の限度額を適用します。
③70歳未満と70歳以上の方が同じ世帯にいる場合は、それぞれ別に計算してから合算し、
70歳未満の方の限度額を超えた分を払い戻します。
④月の途中で75歳になる方は自己負担限度額が国民健康保険と後期高齢者医療制度でそれぞ
れ½ずつになります。なお、職場の健康保険から後期高齢者医療制度に移行した方の被扶
養者だった方で国民健康保険に加入した方についても、この措置は適用されます。
◆注意点
・各月1日から月末までを1カ月として計算します。
・同じ医療機関でも「歯科」と「医科」は別々に計算します。
・同じ医療機関でも「入院」と「外来」は別々に計算します。
・医療費には差額ベッド代・食事代などは含まれません。
◆申請方法
　要件に該当する場合に医療を受けてから2～3カ月後に世帯主宛てに送付する申請書に必
要事項を記入・押印し、直接または郵送で「〒181-8555保険課」（市役所1階9番窓口）へ
※診療月の翌月1日から2年で時効を迎え、申請できなくなります。
◆限度額認定証の交付について
　入院の場合、後日の高額療養費支給に替えて、医療機関での保険診療分の窓口自己負
担を上表の限度額までに抑える認定証を申請により交付します。
国民健康保険被保険者証を持参して保険課または市政窓口へ

◆特定疾病療養受療証の交付について
　人工透析が必要な慢性腎不全・血友病などで高額な治療を長期間継続して行う必要が
ある方は、「特定疾病療養受療証」を医療機関の窓口に提示すれば、毎月の自己負担限度
額（医療機関ごと、入院・通院ごと）が1万円となります。ただし、70歳未満の慢性腎不全
で人工透析を要する上位所得者の限度額は2万円です。
◆医療費資金貸付
　病院への支払い（一部負担金）が高額になったときは、後日払い戻しが受けられますが、
実際に支払われるまで3カ月以上かかります。そのため、医療費資金（高額療養費支給見
込み額の90％を限度とする）の貸付制度（無利子）があります。

健康推進課☎内線2691
　梅雨の時期から夏にかけては、食品の取り扱いに注意し、
食中毒を防ぎましょう。手をよく洗って調理し、調理後はで
きるだけ早く食べ、食品はしっかり加熱しましょう。特に腸管
出血性大腸菌（O111、O157など）による感染症や食中毒には、
次のことに注意が必要です。
・子どもや高齢者は「ユッケ」や「食肉の刺し身」などの生食は控
える。
・肉類は、十分に火を通す（中心温度が75℃で１分以上加熱）。
・焼き肉、すき焼きなどをする時は、「生肉用の箸」と「食べる
箸」を使い分ける。
◆さらにくわしい情報を知りたい方は
東京都福祉保健局ホームページ「ちょっと待って！お肉の
生食」 http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/
shokuhin/anzen_info/nama/index.html

食中毒にご注意ください！

  保険課☎内線2386

◆軽減の内容
7月4日㈪～15日㈮の平日午前9時～午後4時30分（正午～午

後1時を除く）に①平成23年度介護保険料決定通知書または介
護保険料納入通知書、②平成22年中の本人と世帯全員の収入
が分かるもの（年金の支払通知書など）、③本人と世帯全員の預
貯金通帳またはその写し、④印鑑、⑤軽減申請書と収入および
資産申告書を持参し、高齢者支援課（市役所1階11番窓口）へ。
⑤は同課で配布。
※来庁が困難な場合は電話でご相談ください。

所得段階 前年収入額 軽減後保険料額
第1段階 80万円以下 第1段階の半額
第2段階 80万円以下 第1段階の半額
第3段階 160万円以下 第2段階と同額

を支給します


